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川崎市青少年の家指定管理者募集要項 

 

１ 募集の目的 

川崎市青少年の家は、団体宿泊研修等を通じて、心身ともに健全な青少年の育成を図るため設

置された、青少年教育施設である。 

川崎市青少年の家は、民間の能力を活用して質の高いサービスを提供することを目的に、平成

18年度から指定管理者制度を導入している。令和８年３月の指定期間の満了に伴い、令和８年４

月以降も指定管理者制度による管理運営を継続するため、次のとおり指定管理者を募集する。 

 

２ 施設の概要 

名 称 川崎市青少年の家 

所在地 川崎市宮前区宮崎 105－１ 

開設年月日 昭和 63年７月 21日 

構 造 鉄筋コンクリート造 

規 模 地下１階、地上３階、塔屋１階 

敷地面積 9,811.09㎡ 

建築面積 2,199.79㎡ 

延床面積 4,569.41㎡ 

地階施設 

 

音楽室（64）、プール更衣室・シャワー室（男・女）、 

トイレ（男・女）、機械室、電気室 

※（ ）内の数字は各室の定員 

１階施設 事務室、指導員室、応接・会議室、所長室、保健室、宿直室、団体活動室、 

食堂（100）、厨房、オリエンテーションホール（100）、 

プレーホール（100、談話コーナー、宿泊室（洋室４人）×12室、 

リーダー室（洋室２人）×１室、リーダー室（和室６人）×１室、 

トイレ（男・女）×２、機械室 

大浴室（25）、中浴室（15）、小浴室（１） 

※（ ）内の数字は各室の定員 

２階施設 研修室１（36）、研修室２（36）、特別研修室（24）、談話室（20）、 

創作活動室（56）、展示コーナー、宿泊室（和室 10人）×６室、 

リーダー室（洋室２人）×１室、リーダー室（和室６人）×１室、 

映写室（プレーホール用）、トイレ（男・女） 

※（ ）内の数字は各室の定員 

３階施設 

 

宿泊室（洋室４人）×12室、リーダー室（洋室２人）×１室、 

リーダー室（和室６人）×１室、トイレ（男・女） 

※（ ）内の数字は各室の定員 

塔屋施設 エレベーター機械室 
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屋外施設 

 キャンプファイヤー場 

水浴場（児童用プール 15ｍ×15ｍ、水深 0.8ｍ～1.0ｍ） 

屋外炊飯場 36.00㎡ 

 

３ 施設の利用時間等 

（１）利用時間   日帰り利用の場合、午前９時から午後９時まで 

（２）休所日    12月 28日から翌年の１月４日まで 

（３）その他    指定管理者が特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、又は臨

時に開所し、若しくは休所することができるものとする（事前に川崎市へ報

告が必要）。 

 

４ 指定期間（予定） 

  指定期間は、令和８年４月１日から令和 13年３月 31日までの５年間とする。 

  ただし、特別な事情により管理の継続が適当でないと認めた場合及び施設の規模や機能などに

大きな変更があった場合には、指定の取消し等を行うことがある。 

 

５ 指定管理者が行う業務 

（１） 指定管理業務 

指定管理者は、条例第３条に基づき、次の業務（以下、「指定管理業務」という。）を行うも

のとする。 

   ア 団体宿泊研修その他の団体研修（以下「団体宿泊研修」という。）を行うこと。 

   イ 団体宿泊研修等に関する指導及び助言を行うこと。 

   ウ 団体宿泊研修等に関する調査研究を行うこと。 

   エ 資料を収集し、保管し、並びにこれを青少年及びその指導者の利用に供すること。 

   オ 施設及び設備（以下「施設等」という。）を利用に供すること。 

   カ 青年の家その他の青少年関係施設、青少年教育団体等と連絡し、協力すること。 

指定管理業務の詳細については、「川崎市青少年の家指定管理者仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）に定める。 

●指定管理基本業務 

●施設運営業務 

●施設管理業務 

●事業実施業務 

●協力業務 

●その他の業務 

（２）業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、指定管理業務を一括して第三者に委託してはならない。ただし、指定管理業

務の一部（清掃業務、警備業務等）を第三者に委託することは可能とする。 
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６ 指定管理業務に係る経費及び利用料金 

本施設は、利用料金制度を導入している。指定管理者は、施設の管理に当たって川崎市（以下

「市」という。）が支払う指定管理料、利用者が支払う利用料金や食堂収入、提案事業等におい

て徴収する利用者負担金等を自らの収入とすることができる。 

（１）指定管理料 

指定期間５年間の経費見積書の提案を基本として、５年間の各会計年度（４月１日から翌年

３月 31日まで）の指定管理料を年度協定書に定め、年度ごとに支払うこととする。 

なお、指定管理料については、会計年度ごとに、指定管理者から提出された収支計画等を踏

まえ、議会による予算の議決を経て、次年度の年度協定を締結する中で決定するものとする。

また、支払いの時期や支払方法の詳細については、年度協定書に定める。 

（２）利用料金 

本施設に関する利用料金（減免に係る利用料金を除く。）は、条例に定める利用料金の範囲

内で、あらかじめ川崎市教育委員会（以下「教育委員会」という。）及び市の承認を得た上で

定めるものとする。 

（３）利用者負担金（実費相当額） 

次に掲げる収入は、あらかじめ教育委員会及び市の承認を受けて定めることができるものと

する。 

ア 食事提供による収入 

イ 主催事業に係る参加費等収入（提案事業） 

ウ 物品販売・自動販売機・有償サービス等収入（提案事業） 

（４）指定管理料の精算 

指定管理業務を市が示した基準どおりに実施する中で、コストの削減など指定管理者の経営

努力により生み出された剰余金は、原則として、精算による返還を求めない。また、事業所税

等が課税されないことを目的として剰余金を精算することも行わない。他方、指定管理料に不

足が生じた場合の補填は行わない。 

ただし、原材料費の高騰や災害等による大規模な損害等赤字の原因が指定管理者にない場合

は、リスク分担に基づく協議により精算可能とする。他方、協定時に見込まれていない特段の

事業の変更が生じたときなど、当初の協定金額どおり支払うことが合理的でない場合について

は、精算による返還を求める場合がある。 

（５）作業報酬の支払いに関すること 

指定管理業務は、川崎市契約条例（昭和 39年川崎市条例第 14号）に規定された「特定契約

制度」の対象となることから、教育委員会、市と指定管理者が締結する基本協定書には、作業

報酬下限額の遵守等に関する規定を設ける。 

（６）その他の経費 

ア 公租公課について 

指定管理者は、会社等の法人に係る市民税、事業者が行う事業に係る事業所税等の市税に

ついては、課税の対象となり納税義務者となる場合がある。不明な点は、国税については税

務署、県税については県税事務所、市税についてはかわさき市税事務所法人課税課に確認す

ること。 
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イ 業務実施の準備及び引継ぎに要する費用 

（ア）業務の準備 

指定管理者は、指定期間の開始と同時に円滑に業務が実施できるよう、現に管理運営を

行っている指定管理者（以下「前期指定管理者」という。）からの引き継ぎを受けるとと

もに、自らの負担において、各業務の知識及び技能の習得等、利用者が支障なく利用でき

る環境を整える準備を実施すること。また、施設利用者に与える影響を十分配慮し、必要

に応じて利用者や地域団体等に対して実施する説明会等について、自らの負担において実

施すること。 

（イ）業務の引継ぎ 

指定管理者は、次期指定期間に管理運営を行う指定管理者（以下「次期指定管理者」と

いう。）が円滑に業務を実施できるよう、指定期間終了又は指定の取消に伴い、自らの負

担において、次期指定管理者に対して業務の引継ぎ（文書及び実務担当者による現場説明

等）を行うこと。この場合の資料作成や説明等に係る費用は、指定管理者の負担とする。 

ウ 修繕等に関する費用について 

指定管理者は、修繕等について見積もりを行い、１件あたりの費用が 160万円（税込）以

下の修繕等については、原則として指定管理者の負担において必要な修繕等を行うものとす

る。１件あたりの費用が当該金額を超えるものについては、教育委員会又は市が負担する。 

ただし、緊急を要する場合には、１件あたりの費用が当該金額を超える修繕等についても、

指定管理者の負担で実施できるものとする。 

（７）新型インフルエンザ等の感染症の流行 

指定期間中、新型インフルエンザ等の感染症の流行による施設の休所、一部閉鎖、利用制限

等はないものとして見込むこと。ただし、新しい生活様式や施設需要の変化、これらに伴う団

体のリスクは考慮する必要があるので注意すること。 

（８） 指定管理料の指定期間（５年間）の上限金額は、次のとおりとする。 

上限金額 

（５年間の総額） 

４６０，８４５千円 

（契約に係る消費税相当額 10％を含む） 

【参考】 

令和 ８年度    ８７，２３２千円 

令和 ９年度    ８９，７２３千円 

令和 10年度    ９２，１３１千円 

令和 11年度    ９４，６０７千円 

令和 12年度    ９７，１５２千円 

 

７ 応募資格 

（１）法人その他の団体（個人ではないこと） 

（２）団体又はその代表者が契約を締結する能力を有する者。又は破産者で復権を得ている者。 

（３）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により本市における一

般競争入札の参加を制限されていない者 

（４）本市から指名停止措置を受けていない者 
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（５）団体又はその代表者が都道府県税、市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納してい

ない者 

（６）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続の開始の申立をしていない者、又は

民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立をしていない者 

（７）市と神奈川県警察との間で締結する「指定管理者制度における暴力団排除に関する合意書」

において、次に掲げる排除措置の対象者とされていない者 

ア 法人等の役員等経営に関与する者（以下「役員等」という。）に、暴力団員又は暴力団員

でなくなった日から５年を経過していない者（以下「暴力団員等」という。）が含まれてい

る場合 

イ 法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等を使用している場合 

ウ 法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を供

与している場合 

エ 法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な交際をしている場合 

オ 法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等が実質的に支配している法人その他の団体を

利用している場合 

（８）コンプライアンスに関する規程（行動指針や推進体制等、コンプライアンスの取組に関す

る基本事項を定めたもの）を有している者 

（９）共同事業体が応募する場合は、その構成員すべてが上記（１）から（８）までの要件を満

たしていること。 

 

８ 募集の手続き 

（１）募集及び選定のスケジュール（予定） 

募集の公告 令和７年８月８日（金) 

募集要項の配布 令和７年８月８日（金)から９月８日（月）まで 

募集に関する説明会及び現地見学会の

参加申込 
令和７年８月 15日（金）午後４時まで 

募集に関する説明会及び現地見学会 令和７年８月 25日（月） 

募集要項等に関する質問の受付期間 
令和７年８月 27日（水）から 29日（金） 

午後４時まで 

募集要項等に関する質問への回答 令和７年９月８日（月） 

応募書類の提出期間 

※提出方法補足を参照 

令和７年９月 10日（水）から 16日（火） 

午後４時まで 

応募事業者の施設運営状況視察 令和７年９月下旬 

応募事業者による提案説明・指定管理

者選定評価委員会による審査 
令和７年 10月中旬の指定する日 

川崎市教育委員会による最終決定 令和７年 10月下旬 

選定結果通知 令和７年 11月下旬 

指定管理者の指定 令和７年 12月中旬 

協定の締結 令和８年１月以降 
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   ※提出方法補足 

応募書類の提出については、原則として「オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）」を使

用して提出すること。詳細は後述の（６）を参照すること。 

（２）応募書類 

ア 01_青少年の家指定管理者指定申請書（様式１） 

イ 02_指定管理者の指定申請に係る誓約書（様式２） 

ウ 03_団体概要書（様式３） 

次の書類を添付して提出すること。 

（ア）03-01_団体の役員名簿及び履歴書 

（イ）03-02_団体の組織図 

（ウ）03-03_履歴事項全部証明書（登記簿謄本の写し） 

（エ）03-04_定款又は寄附行為その他規約類（就業規則、給与規程、経理規程等の諸規程） 

（オ）03-05_青少年教育施設等類似施設の運営実績を記載した書類（団体及び事業のパンフ

レット等） 

エ 04_指定管理に係る事業計画書（様式４） 

次の書類を添付して提出すること。 

（ア）04-01_施設職員の勤務体制表 

（イ）04-02_施設職員の研修計画 

（ウ）04-03_施設職員に適用される個人情報保護に関する規定 

（エ）04-04_施設職員に適用される安全・衛生マニュアル、危機管理マニュアル等 

オ 05_指定期間における収支予算書 

（ア）05-01_経費見積書【５年間分】（様式５－１） 

（イ）05-02_経費見積書【年度別】（様式５－２） 

（ウ）05-03_経費見積書に係る人件費の積算内訳書（様式５－３） 

カ 06_指定管理者制度における暴力団排除に係る合意書に基づく個人情報の外部提供同意

書（様式６） 

キ 07_コンプライアンス（法令遵守）に関する申告書（様式７） 

ク 08_コンプライアンスに関する規程（行動指針や推進体制等、コンプライアンスの取組に

関する基本事項を定めたもの） 

ケ 09_応募団体の申請日の属する期の事業計画書及び収支予算書等 

コ 10_直近３期分の財務関係書類（収支計算書、貸借対照表、財産目録等）。ただし、申請

日の属する事業年度に設立された応募団体にあっては、直近までの実績での試算表に

よるものとする。 

サ 11_直近３年分の納税証明書（任意団体にあっては代表者に係るもの） 

シ 12_申請日前１月以内の預金残高証明書 

ス 13_債務状況等自己申告書（様式８） 

セ 14_共同事業体にあっては、共同事業体協定書兼委任状（様式９） 

ソ 15_共同事業体構成団体連絡先一覧（様式 10）及び組織や運営に関する事項を記載した書

類 
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※ 全ての提出書類について電子データ（ＰＤＦ）での提出とする。 

※ 全ての提出書類は、Ａ４縦版又は横版で見切れ等が生じないように設定してＰＤＦ化す

ること。また、押印が必要な書類については、押印後にＰＤＦ化すること。 

※ 「（ア）05-01_経費見積書【５年間分】（様式５－１）、（イ）05-02_経費見積書【年度別】

（様式５－２）、（ウ）05-03_経費見積書に係る人件費の積算内訳書（様式５－３）」につ

いては、ＰＤＦと併せて Excel ファイルを添付すること。 

※ 該当がない書類はその旨を記載して提出すること。 

※ 前各号に掲げるもののほか、教育委員会又は川崎市が必要と認める書類の提出を求める

ことがある。 

（３）応募書類等の配布方法及び配布期間 

    応募書類等は、市ホームページからダウンロードすること。 

◎市ホームページ 

https://www.city.kawasaki.jp/450/page/0000178623.html 

（「トップページ」⇒「事業者・就労支援情報」⇒「官民連携」⇒「指定管理者等の募集情

報」⇒「川崎市青少年の家の指定管理者の募集について」） 

（４）募集要項等に関する質問の受付・回答 

質問がある場合には、令和７年８月27日（水）から29日（金）午後４時までに、川崎市青

少年の家指定管理者申請に係る質問書（様式11）を電子メールで送付すること（送付先アド

レス：45sien@city.kawasaki.jp）。電話や来訪による質問は受け付けないものとする。 

また、電子メール送信の際には、件名を「青少年の家指定管理者募集質問事項」とし、開

封確認等で受信を確認すること。質問に対する回答は、内容を市ホームページ上に随時掲載

する。すべての回答を、令和７年９月８日（月）までに市ホームページ上に掲載する。 

（５）募集に関する説明会及び現地見学会 

   ア 開催予定日 

令和７年８月25日（月） 

   イ 場所 

川崎市青少年の家 

ウ その他 

募集に関する説明会及び現地見学会に参加希望の団体は、令和７年８月15日（金）午後

４時までに、団体名、参加予定者(原則として１団体につき２名まで)全員の氏名、及び連

絡先電子メールアドレスを、電子メールで送付すること（送付先アドレス：

45sien@city.kawasaki.jp）。電話や来訪による申込は受け付けないものとする。また、電

子メール送信の際には、件名を「青少年の家指定管理者募集説明会申込」とし、開封確認

等で受信を確認すること。募集に関する説明会及び現地見学会の日時等は、連絡先電子メ

ールアドレス宛てに通知する。 

（６）応募書類の提出方法 

応募者は「８（２）応募書類」を参考に、必要な資料を取り揃え、次のとおり応募書類を

提出すること 

  ア 受付期間 

日時：令和７年９月 10日（水）から 16日（火）午後４時まで 
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  イ 提出方法 

オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）から提出を行うこと。 

◎オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI） 

https://lgpos.task-asp.net/cu/141305/ea/residents/procedures/apply/4309cd54-c83

d-4f62-b52e-899a3b3b9a66/start 

（「手続き一覧（事業者向け）」⇒「入札・契約・請求・事業者募集」 

⇒「指定管理者の募集」⇒「こども未来局」⇒「川崎市青少年の家 

指定管理者指定に関する申請」） 

次のウに記載する場合を除き、その他の方法（郵送、メール、ＦＡ 

Ｘ等）による提出は受け付けないこととする。   

ウ その他 

オンライン手続では添付できない応募書類がある場合など、応募書類をオンラインで提出

することができない事情がある場合に限り、次の窓口での提出を受け付ける。この場合は、

窓口に電話連絡の上、申請書を送付した翌日午後４時までに CD-ROM 等の返却不要な媒体に

データを格納し、直接持参すること。 

 

◎応募書類等の提出窓口 

川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所本庁舎 15階 

川崎市こども未来局青少年支援室施設整備・企画担当（電話番号 044-200-1988） 

 

９ 応募に係る留意事項 

（１）募集要項等の承諾 

応募書類の提出をもって募集要項及び仕様書等の記載内容を承諾したものとみなす。 

（２）こども未来局民間活用事業者選定評価委員との接触の禁止 

指定管理者の審査に係るこども未来局民間活用事業者選定評価委員会（以下「選定評価委

員会」という。）の委員に対して、本件提案についての接触を禁止する。接触の事実が認めら

れたときは、失格となる場合がある。 

※こども未来局指定管理者選定評価委員会：川崎市こども未来局所管の公の施設への指定管

理者制度の導入や指定管理予定者の審査等を行う機関 

（３）重複提案の禁止 

１応募団体につき、事業計画書の提出は１組とし、複数の提案はできないものとする。 

（４）応募書類の変更等の禁止 

提出期間終了後の応募書類の再提出及び差換えは原則として認められない。ただし、市か

ら書類の不足、不備の補完、内容不明点の回答のほか、必要に応じ追加資料の提出を求められ

る場合はこの限りではない。 

（５）虚偽の記載をした場合の失格 

応募書類に虚偽の記載をした場合は、失格とする。 

（６）応募書類の取扱い 

応募書類は原則として返却しない。なお、応募書類は川崎市情報公開条例（平成 13年条例
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第１号）の対象となる。また、選定結果（応募団体名、指定管理予定者の概要、指定管理予

定者として選定された団体の主な提案内容、審査結果（選定基準ごとの配点）等）は市が公

表できるものとする。 

（７）応募の辞退 

応募書類を提出した後に辞退する場合には、辞退届（様式 12）を提出すること。 

（８）応募に関する費用負担 

応募に関して必要となる費用は応募者の負担とする。 

 

10 指定管理予定者の選定に関する事項 

（１）選定の方法 

指定管理予定者は、学識経験者及び公認会計士等からなるこども未来局民間活用事業者選

定評価委員会において、応募者から提出された事業計画書等を踏まえた提案に基づき審査を

行う。その審査結果を参考に市長が最終決定し、その後、市議会の議決を経て、指定管理者

として指定する。 

なお、議会の議決を経るまでの間に、指定管理者に指定することが著しく不適当と認めら

れる事情が生じたときは、指定管理者に指定しない場合がある。 

（２）選定基準 

選定基準の主な項目と配点割合は次のとおりとする。 

ア 事業目的の達成とサービス向上への取組について（配点割合：40％程度） 

（ア）施設の管理運営方針や手法、利用方法等への考え方 

（イ）職員体制、危機管理、安全・衛生管理の状況 

（ウ）主催事業・提案事業・自主事業について 

（エ）サービス向上策、利用促進策、満足度の把握の考え方 

（オ）他の事業者や地域、市民等との連携・協働等への考え方 

（カ）食事の提供に関する取組について 

（キ）その他 

イ 事業経営計画と管理経費縮減等への取組について（配点割合：25％程度） 

（ア）事業者の収支計画や見込の妥当性、利用料金等の設定の考え方 

（イ）管理費経費や維持コスト等の縮減に対する考え方 

（ウ）その他 

ウ 事業の安定性・継続性の確保への取組について（配点割合：10％程度） 

（ア）モニタリングについての考え方、主体的な業務改善に向けた具体的な取組 

（イ）事業のバックアップ体制 

（ウ）指定期間の更新に伴う継続性の確保策について 

（エ）職員の確保に関する提案について 

（オ）その他 

エ 応募団体自身について（配点割合：10％程度） 

（ア）事業や施設等の管理を安定して行う能力への評価 

（イ）事業者の経営方針、経営状況、同種事業の運営実績、専門性の有無等 
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（ウ）その他 

オ 応募団体の取組について（配点割合：15％程度） 

（ア）市政への協力に対する認識や具体的な取組 

（イ）環境など社会問題に対する認識や具体的な取組 

（ウ）コンプライアンス（法令遵守）や個人情報保護への認識や規則・規程の整備に関するこ

と 

（エ）市内中小企業者への優先発注等、市内事業者活用への考え方 

（オ）施設利用や主催事業等の応募受付のオンライン化に関すること 

（カ）利用料金等の支払に対するキャッシュレス決済化の導入に関すること 

（キ）その他 

（３）提案説明（プレゼンテーション）の実施 

令和７年 10月中旬に開催する選定評価委員会の中で、提案内容のプレゼンテーションを実

施すること。日程等については、応募書類の提出後、別途調整の上で通知する。 

（４）現地視察の実施（運営状況の視察） 

申請者が現在運営している施設がある場合は、令和７年９月下旬までに運営状況の視察を

行うことがある。日程等については、応募書類の提出後、別途調整の上で通知する。 

（５）選定結果の通知 

選定結果については、応募書類の指定申請書に記載されたアドレス宛てメール及び書面にて通

知する。 

 

11 協定の締結 

（１）協定の基本的な考え方 

教育委員会は、市議会での議決を経た後に、指定管理者を指定し、告示する。その後、市

は、指定管理者と細目について協議を行い、協議成立後、指定期間中の包括的な事項を定め

る基本協定を締結する。 

なお、協定書は原則として募集要項等に基づいて作成するが、①事業計画書の内容が募集

要項等を上回る水準である場合における当該事項、②やむを得ない事情等により指定管理者

との間で協議して合意した事項、又は③指定管理者の権利義務に大きな変更を及ぼさない軽

易な事項については、その内容を見直す場合がある。また、各年度の事業期間開始前におい

て、各年度の実施事項等を定める年度協定を締結する。 

（２）協定締結前における指定等の取消し 

指定管理予定者又は指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、

指定管理予定者としての選定、又は指定管理者の指定を取り消すことがある。 

その場合、市はその旨を指定管理予定者又は指定管理者に通知し、選定時における第２順

位の法人を指定管理予定者として協定の締結に向けた協議を行うこととする。 

ア 市議会において、指定の議案が否決されたとき 

イ 指定管理者として不適当と認められる事情が生じたとき 

ウ 協定の締結に向けた協議が整わないと認められるとき 

エ 正当な理由なく協定の締結に応じないとき 

  オ 財務状況の悪化等により、管理業務等の履行が確実でないと認められるとき 
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12 教育委員会、市及び指定管理者のリスク分担 

（１）指定期間中のリスク分担 

指定期間中のリスク分担の基本的な考え方は、仕様書「７ 教育委員会、市及び指定管理

者のリスク分担」を参照すること。詳細については、協定締結時に定めることとする。 

（２）指定書の送付から協定締結までの期間のリスク 

本市が指定管理予定者へ指定書を送付した後、協定締結までの間に、指定管理予定者が指

定管理者となることができなくなった場合、それに係る経費はすべて指定管理予定者が負担

することとする。 

 

13 モニタリング・評価等の実施 

（１）モニタリングの実施 

指定管理者は、事業計画に基づく指定管理業務の遂行にあたり、仕様書に定められた業務

の確実な履行を自ら確認するため、適切に業務記録を作成し、分析・自己評価を行うととも

に、サービスの質の確保の確認やサービス改善のため、アンケートの実施、意見箱の設置等

によって利用者の意見や要望を収集し、セルフモニタリングを実施するものとする。 

また、仕様書に定める業務について、指定管理者は、市の履行確認に必要な報告書等を提

出するとともに、施設の維持管理状況やサービスの質など、報告書等だけでは確認できない

事項については、市が実施する実地調査やヒアリング等のモニタリングを受けるものとする。 

（２）事業報告書等の提出 

指定管理業務に関し、市へ報告または協議する主な文書は次のとおりとする（括弧内は提

出期限）。 

ア 事業計画、職員配置計画、収支予算書（各年度事業開始 30日前） 

※ 事業計画書には、委託業務及び契約予定業者の一覧（市内中小企業者に該当するか否か

を含む。）を記載又は添付すること。 

イ 作業報酬台帳 

第１回：指定期間開始後、１か月を経過した後にくる作業報酬を支払うべき対象労働者

がある最初の支払期日が到来した月の末日から７日以内 

以 後：毎年度終了後、４月末日から７日以内 

最終回：指定期間終了後、当該指定管理事業の従事に係る作業報酬の支払がある最後の

支払期日が到来した月の末日から７日以内 

ウ 事業報告書（月報・四半期報）（毎月及び各年度の四半期終了後 15日以内） 

エ 年度事業報告書、事業収支報告書、利用者アンケート等結果、業務改善報告書、収支状況

等確認書類等（毎年度終了後または指定が取り消された日から 30日以内） 

※ 年度事業報告書には、利用者、参加者等の数値をできるだけ詳細に記載し、当年度に実

施した委託及び工事に係る契約の概要（市内中小企業者に該当するか否かを含む。）、備品

等の異動の状況を記載すること。 

オ 情報公開に関する要綱等 

カ 利用料金の額の決定または改定（決定または改定しようとするとき） 

この他、指定管理者は法令等の要請により、必要な文書等を作成し、教育委員会及び市へ
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の報告等を行うものとする。 

（３）実績評価等 

事業計画書に基づき指定管理者が提供した業務の実施内容及びその水準について、事業報

告書等により市が確認した結果は、実績評価の評価結果として市ホームページで公表するこ

ととする。 

（４）業務の基準を満たしていない場合の措置 

評価の結果、指定管理者が管理の基準や事業計画に示された業務等において、仕様を満た

していないと市が判断した場合、市の指導に基づき、改善することとする。 

不具合が解消されない又は改善の見込みがない場合には、市は業務の一部又は全部の停止

や指定管理料の減額、指定取消等の措置を講じることができる。 

（５）実績評価の反映 

指定管理業務の毎年度の評価結果は、次期選定時の評価に反映することとする。毎年度の

評価結果の「評価ランク」ごとに、次のとおり定める「実績反映」の割合を合計し、その合

計を、評価を受けた年数で除して得られる平均割合を、選定時の総配点に乗じて得られる点

を「実績評価点」として加減点する。 

       なお、評価に反映する期間については、以下のとおりとする。 

   ●現指定期間が、当施設を現指定管理者が管理して１期目にあたる場合、現指定期間のうち、

公募開始までに確定した年度評価を反映する。 

【反映の例】指定期間５年 

 評価ランク：１年目Ｃ、２年目Ｂ、３年目Ｂ、４年目Ｃ 

 選定時の総配点：100点の場合 

 

 １年目 ⇒ Ｃ＋０％ 

 ２年目 ⇒ Ｂ＋５％ 

 ３年目 ⇒ Ｂ＋５％   （０％＋５％＋５％＋０％）÷４（年間）＝＋2.5％ 

 ４年目 ⇒ Ｃ＋０％ 

 ５年目 ⇒ 最終年度は、選定時期以降に評価が行われるため未参入 

 総配点 100 点 × ＋2.5％ ＝2.5点を「実績評価点」として加点する。 

 

評価ランク Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

実績反映 ＋10％ ＋５％ ０％ －５％ －10％ 

 

14 業務の引継ぎに関すること 

指定管理予定者が、前期指定管理者と同一でない場合は、円滑かつ支障なく指定管理業務を遂

行できるよう、前期指定管理者から引継ぎを受けるとともに、利用者等が支障なく利用できる環

境を指定期間の開始までに整えること。 

また、次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合には、円滑かつ支障なく指定管理業務を遂行でき

るよう指定管理終了前に引継ぎを行うこと。 

詳細は、仕様書「14 業務の引継ぎに関すること」を参照すること。 
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15 参考（主な今期の実績） 

（１）職員配置数について 

令和７年３月時点の職員配置数は次のとおりである。 

正規職員 ８名 

臨時職員 21 名（登録人数） 

 

（２）令和４年度～令和６年度までのの主な修繕工事内容及び今後の修繕工事計画 

  （令和６年度） 

   ●外部漏水に伴う地下配管ビット内給湯配管修繕工事（１階宿泊棟廊下下） 

   ●野外炊事上屋根修繕工事 

   ●プールシェルターテント張替補修工事 

  （令和５年度） 

   ●シャワー室他タイル補修工事（研修棟地下１階シャワールーム） 

   ●廊下壁クロス張替補修工事（１、２階宿泊棟廊下） 

   ●プール床部分シート張替補修工事 

  （令和４年度） 

   ●所長室・談話室床タイルカーペット張替補修工事 

   ●連結送水管漏水補修工事 

   ●和室クロス張替補修工事（宿泊棟２階） 

  （令和８年度以降の主な修繕工事計画）【予定】 

   ●消火栓ポンプユニット及び旧水槽修繕工事 

   ●オリエンテーションホール天窓漏水改修工事 

 

（３）主な業務委託とその費用【令和６年度】 

  （主な業務委託） 

   ●食堂運営業務委託     15,340千円 

   ●各種設備点検業務委託    8,738千円 

   ●施設内清掃業務委託     5,731千円 

 

16 問い合わせ先 

（１）住 所 〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所本庁舎１５階 

（２）担当課 川崎市こども未来局青少年支援室施設整備・企画担当 

（３）ＴＥＬ ０４４－２００－１９８８ 

（４）ＦＡＸ ０４４－２００－３９３１ 

（５）電子メール 45sien@city.kawasaki.jp 


